平成２７年度　第１回人事委員会会議結果
	１　開催日時


　　　平成２７年４月２３日（木）午前１０時～午前１１時
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】　　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　　　　　　　　委　　員　　中　原　　　都
　　　　　　　　　委　　員　　上　田　博　久

【事務局職員】　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　　　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　    　  長　　富　山　哲　明　　

　　　　　　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　　　　長　　河　村　　　淳　　

　　　　　　　　　係　　長　　古　川　真　史
【傍聴者】　　　　１名
	４　議　題


　議案第１号　平成２７年度鳥取県職員採用試験（大学卒業程度）の実施について

　　議案第２号　平成２７年度鳥取県職員採用試験（民間企業等経験者対象）の実施について

　　議案第３号　選考により採用することができる職に係る承認について

　　議案第４号　平成２７年職種別民間給与実態調査の実施について

	５　議事の公開・非公開


議案第１号から第３号を公開とし、議案第４号を非公開とした。

	６　議　事


１　議案第１号及び議案第２号
　　平成２７年度鳥取県職員採用試験（大学卒業程度）の実施及び平成２７年度鳥取県職員採用試験（民間企業等経験者対象）の実施について、事務局が一括して説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】
　　平成２８年４月１日採用予定の標記の採用試験を、次のとおり実施しようとするもの。

○議案第１号　平成２７年度鳥取県職員採用試験（大学卒業程度）の実施について

（１）概要

①募集職種・採用予定者数

	職　　種
	採用予定者数

	事　　務
	一般コース
	２０名程度

	
	環境コース
	１名程度

	
	総合分野コース
	６名程度

	社会福祉
	福祉コース
	４名程度

	
	心理コース
	１名程度

	総合化学
	一般コース
	１名程度

	
	食品化学コース
	１名程度

	薬 剤 師
	公衆衛生コース
	２名程度

	保　健　師
	２名程度

	農　　　業
	３名程度

	林　　　業
	３名程度

	土　　　木
	９名程度

	獣　医　師
	４名程度

	畜　　　産
	１名程度

	水　　　産
	２名程度

	建　　　築
	１名程度

	機　　　械
	１名程度

	計
	　６２名程度


②受験資格

ア　年齢等

　　　薬剤師（公衆衛生コース）及び保健師：昭和５５年４月２日以降に生まれた人
獣医師：昭和４０年４月２日以降に生まれた人
その他の職種：（ア）昭和５５年４月２日から平成６年４月１日までに生まれた人
（イ）平成６年４月２日以降に生まれた人で、学校教育法による大学（短期大学を除く。）を卒業した人若しくは平成２８年３月３１日までに卒業する見込みの人又は鳥取県人事委員会がこれらと同等の資格があると認める人

※　（イ）に該当する人は、９月２７日（日）に実施予定の高校卒業程度試験は受験不可。（ただし、警察事務は除く。）

イ　資格・免許等

社会福祉、総合化学（食品化学コース）、薬剤師、保健師及び獣医師には、職種に係る資格・免許等が必要。

ウ　国籍

日本国籍を有しない人にあっては、就職に制限のない在留資格を取得しているか、平成２８年３月３１日までに取得見込みであれば受験可能。

③試験内容

ア　事務（総合分野コース）以外
	試 験 種 目
	配 点
	内　　　　　　　　　　　　容

	第１次試験
	教養試験
	１５０点
	［多肢選択式･･･５０問　２時間３０分］

公務員として必要な一般的な知識及び知能についての筆記試験

	
	専門試験
	(事務)

１６０点
	一般コース
	［多肢選択式･･･４０問　２時間］

必要な専門的知識についての筆記試験

	
	
	
	環境コース
	［多肢選択式 ２０問及び記述式 ５問　２時間］

必要な専門的知識についての筆記試験

	
	
	（事務以外の職種）

３００点
	［多肢選択式･･･４０問　２時間］

必要な専門的知識についての筆記試験

	
	論文試験
	１５０点
	［１問　１時間］

公務員として必要な識見、思考力、表現力などの能力についての筆記試験

	
	適性検査
	－
	職務遂行に関する適性についての検査

	第２次試験
	人物試験
	（事務）

６００点
	集団討論及び個別面接による人物についての口述試験

	
	
	（事務以外の職種）

６００点
	集団討論及び個別面接による人物、専門的知識についての口述試験


イ　事務（総合分野コース）
	試 験 種 目
	配 点
	内　　　　　　　　　　　　容

	第１次試験
	教養試験
	２００点
	［多肢選択式･･･５０問　２時間３０分］

公務員として必要な一般的な知識及び知能についての筆記試験

	
	エントリーシート
	１００点
	[２時間]

①志望理由、②取り組んでみたい仕事、③自己ＰＲ、

④チャレンジした経験の４つのテーマで出題

※事前提出ではなく、第１次試験当日に試験会場で記入。

	
	論文試験
	１５０点
	［１問　１時間］
公務員として必要な識見、思考力、表現力などの能力についての筆記試験

	
	適性検査
	―
	職務遂行に関する適性についての検査

	第２次試験
	人物試験
	６００点
	集団討論及び個別面接による人物についての口述試験


（注）　第１次試験で実施する論文試験の評価は第２次試験で行う。（第１次試験合格者のみ採点。）また、第１次試験で実施する適性検査の検査結果は、第２次試験の人物試験の参考として使用する。（第１次試験合格者のみ判定。）

       　なお、エントリーシートは、第２次試験の人物試験の参考資料としても使用する。
④試験日程

	受　付　期　間
	５月８日（金）～５月２５日（月）（消印有効）
（インターネット受付：５月８日（金）午前０時～５月２０日（水）午後１２時）

	第１次試験
	試験日
	６月２８日（日）

	
	試験会場
	鳥取会場：鳥取大学共通教育棟

米子会場：鳥取大学医学部講義・実習棟

東京会場：専修大学神田キャンパス１号館

大阪会場：関西大学千里山キャンパス第２学舎２号館

	
	合格者発表
	７月９日（木）（予定）

	第２次試験
	試験日
	７月下旬～８月中旬のうち指定する１日（予定）

	
	試験会場
	県庁会議室

	
	採用候補者発表
	８月下旬（予定）


（２）広報
平成２７年４月２８日付けの鳥取県公報に登載し、別途受験案内を作成する。

○議案第２号　平成２７年度鳥取県職員採用試験（民間企業等経験者対象）の実施について
（１）試験の概要

①試験の目的
公務部門に民間等の知識・経験を導入し、新たな業務増や政策課題等に対応するとともに、組織・人事の活性化を図る。

②募集職種・採用予定者数

	職　種
	採用予定者数

	事務
	地方創生コース
	　２名程度

	
	一般コース
	　５名程度

	土　木
	　２名程度


③受験資格

ア　年齢

　昭和３１年４月２日以降に生まれた人であること。

イ　資格・職務経験等

（ア）事務（地方創生コース）

地方創生に資する次のいずれかの経験を通算して２年以上有している人

・少子高齢化対策

・地域づくり、まちづくり、中山間地域の振興

・観光誘客の魅力づくり

・農林水産業等のブランド戦略

・移住定住　　等

(ⅰ)「地方創生に資する経験」には、平成１７年４月１日から平成２７年４月３０日までの間に、１つの民間企業・団体等において１年以上継続して上記に従事した期間が該当する。

(ⅱ)１年以上継続した経験が複数ある場合は、それらを通算することができるが、個々の継続した経験が１年未満の場合は通算できない。

(ⅲ)上記のいずれにおいても、期間を通算する計算は月単位で行い、月の中途で従事した場合又は従事しなくなった場合は、その月は全て従事していたものとみなす。

（イ）事務（一般コース）

民間企業等（公的団体を含む。）における職務経験を通算して５年以上有している人

(ⅰ)「民間企業等（公的団体を含む。）における職務経験」には、平成１７年４月１日から平成２７年４月３０日までの間に、社員等として１つの民間企業等に１年以上継続して就業（１週間の労働時間数が通常の労働者の所定労働時間数のおおむね3/4以上の就業）した期間が該当し、職務内容は問わない。

(ⅱ)１年以上継続した職務経験が複数ある場合は、それらを通算することができるが、個々の継続した職務経験が１年未満の場合は通算できない。

ただし、雇用期間が１年未満の場合であっても、継続して就業した後に雇用契約が更新され、引き続き同一の民間企業等に継続して就業した場合であって、更新前後の就業期間を通算して１年以上となる場合は、その期間は「１年以上継続して就業した期間」として取り扱う。

(ⅲ)上記のいずれにおいても、期間を通算する計算は月単位で行い、月の中途で就職又は退職した場合は、その月は全て就業していたものとみなす。

（ウ）土木

平成１７年４月１日から平成２７年４月３０日までの間に、民間企業等（公的団体を含む。）における土木工事の設計又は監督の職務経験を通算して３年以上有している人

(ⅰ)「民間企業等（公的団体を含む。）における土木工事の設計又は監督の職務経験」には、社員等として土木工事の設計又は監督に関する職務に、１つの民間企業等に常勤（勤務時間がおおむね週４０時間の就業）として１年を超えて継続して就業した期間が該当する。

(ⅱ)１年を超えて継続した職務経験が複数ある場合は、それらを通算することができるが、個々の継続した職務経験が１年以内の場合は通算できない。

ただし、雇用期間が１年以内の場合であっても、継続して就業した後に雇用契約が更新され、引き続き同一の民間企業等に継続して就業した場合であって、更新前後の就業期間を通算して１年を超える場合は、その期間は「１年を超えて継続して就業した期間」として取り扱う。

(ⅲ)上記のいずれにおいても、期間を通算する計算は月単位で行い、月の中途で就職又は退職した場合は、その月は全て就業していたものとみなす。

ウ　国籍要件

　日本国籍を有しない人は、就職に制限のない在留資格を取得しているか、平成２８年３月３１日までに取得見込みであること。

④試験内容

　　ア　事務
	試 験 種 目
	配 点
	内　　　　　　　　　　　　容

	第１次試験
	基礎能力試験
	１５０点
	［多肢選択式･･･７０問　４５分］

公務員として必要な一般的な文章読解、数的処理等の基礎能力についての筆記試験

	
	エントリーシート
	１５０点
	[２時間]

【事務（地方創生コース）】

①志望理由、②取り組んでみたい仕事、③自己ＰＲ、④地方創生に資する経験、成果等

【事務（一般コース）】

①志望理由、②取り組んでみたい仕事、③自己ＰＲ、④チャレンジした経験

の４つのテーマで出題

※事前提出ではなく、第１次試験当日に試験会場で記入。

	
	論文試験
	１５０点
	［１問　１時間］

公務員として必要な識見、思考力、表現力などの能力についての筆記試験

	
	適性検査
	－
	職務遂行等に関する適性についての検査

	第２次試験
	人物試験
	６００点
	個別面接による人物についての口述試験

民間企業等における経験の有用性についての口述試験


　　イ　土木
	試 験 種 目
	配 点
	内　　　　　　　　　　　　容

	第１次試験
	基礎能力試験
	１５０点
	［多肢選択式･･･７０問　４５分］

公務員として必要な一般的な文章読解、数的処理等の基礎能力についての筆記試験

	
	専門試験
	３００点
	［多肢選択式･･･４０問　２時間］

必要な専門的知識についての筆記試験

	
	論文試験
	１５０点
	［１問　１時間］

公務員として必要な識見、思考力、表現力などの能力についての筆記試験

	
	適性検査
	－
	職務遂行等に関する適性についての検査

	第２次試験
	人物試験
	３００点
	個別面接による人物についての口述試験

	
	専門試験
(口述式)
	３００点
	民間企業等における経験の有用性や専門性、技術力についての口述試験


（注）　第１次試験で実施する論文試験の評価は第２次試験で行う。（第１次試験合格者のみ採点。）また、第１次試験で実施する適性検査の検査結果は、第２次試験の人物試験の参考として使用する。（第１次試験合格者のみ判定。）

なお、エントリーシートは、第２次試験の人物試験の参考資料としても使用する。

⑤試験日程

	受付期間
	５月８日（金）～５月２５日（月）（消印有効）
（インターネット受付：５月８日(金)午前０時～５月２０日(水)午後１２時）

	第１次試験
	試験日
	６月２８日（日）

	
	試験会場
	鳥取会場：鳥取大学共通教育棟

米子会場：鳥取大学医学部講義・実習棟

東京会場：専修大学神田キャンパス１号館

大阪会場：関西大学千里山キャンパス第２学舎２号館

	
	合格者発表
	７月９日（木）（予定）

	第２次試験
	試験日
	７月２５日（土）・２６日（日）（予定）

	
	試験会場
	県庁会議室

	
	採用候補者発表
	８月下旬（予定）


（２）広報

　　別途受験案内を作成し、県の機関等で配布するほか、その内容をホームページ等で公表する。

　　また、転職サイト及び新聞へ求人情報を掲載する。
【質　疑】

○議案第１号　平成２７年度鳥取県職員採用試験（大学卒業程度）の実施について

委　員

１号議案で獣医師を４名程度募集しているが、これは昨年度確保できなかった分が含まれているのか。
事務局

昨年度は最終的に追加試験を行ったので、希望者数は確保した。

募集人数は、退職者数や育休の関係にもよる。

最近獣医師で県庁に入ってこられる方は女性の比率が多く、中でも子育て世代の方が多い。そういう関係から、一定数の確保が必要。

事務局
昨年度は３名募集で、今年度は１名増やして４名募集。

委　員

土木の９名というのも結構多い。

事務局

昨年度当初の試験も９名だった。

委　員

これも退職者の関係か。

事務局

退職者の関係だと思う。

委　員

定年ではなくて、他の要因があるのか。
事務局

定年もあるし、外部の例えば市町村や被災県等から派遣の要望を受けて出すこともある。

特に技術系については、そういった要望が多い。

委　員

市町村に行っている専門職というのが土木ということか。

事務局

土木には限定されないが、例えば土木技師は市にはいるが、町村にはいないのが現状。

委　員

専門職の人事交流は大変よいことだと思う。

市町村にとってみると、例えば保健師では固定化してしまって、全く外の体験ができない。

一時は市町村間で交流しようという話もあったが、このように県から出していくというのは非常によいと思う。

事務局

この度鳥取市が中核市になり、例えば保健所機能を中核市は持たなくてはいけないので、今現在県の保健師が行っている機能というのを中核市に移し、鳥取市以外の東部の町について県が担っている業務も、鳥取市に委託しようという動きがある。

そうなると県が担っていた保健所機能をまとめて鳥取市に移すことになり、すぐに一度に鳥取市で人員を揃えるのは難しい。

また業務に慣れた者が必要だが、県が行っていた業務であることから、県から派遣するという可能性も非常に高い。

また、日野の方では保健師を募集しても応募がなく、県から人事交流で町に出したという例もある。

○議案第２号　平成２７年度鳥取県職員採用試験（民間企業等経験者対象）の実施について

委　員

地方創生という新しい話だが、市町村への移管というよりむしろ他の経験を人ごと県に入れるということか。

事務局

むしろ市町村が中山間対策や観光誘客の魅力づくりなどを行っていく上で、後ろからサポート・応援しようというもの。

市町村でやろうとしてもノウハウを持たれる方がなく、県庁の職員にもストレートにそういった経験を持つ者は少ないのが現状であるため、他のところでそういった経験を持たれる方を活用してはどうか、ということでこの度地方創生コースを設けることになった。

委　員

平成２７年度は他のいろいろな団体でも「地方創生」という言葉を入れないと、どうなっているのか、地方創生という言葉を入れなくてはだめだという状態にある。

そうなると、専門的な受け皿がなければ、せっかく持ってきたものが宝の持ち腐れになってしまうので、地方創生に資する人材を集めて、そこできちんとしたものを作る、コーディネートしてもらうということは、大事なことだし、当然のことだと思う。

委　員
結構いろいろなタイプの方がいるのでは。国や他団体もあるだろうし、まちづくりアドバイザーといったタイプの方もいるだろうし。

事務局

総務省の事業で「地域おこし協力隊」というものがあり、地域に入って様々な経験を積むものや、農水省の事業で「田舎で働き隊」というものもある。

企業の方についても観光のためのブランド化のお手伝いといった形や、あるいは農林水産物を売り込むためのマーケティングとか、そういった関係の支援をされた経験というのも、受験要件の「地方創生に資する経験」に入ってくるのではないかと思う。

そういう方はノウハウを持っておられるので、市町村や色々なところからお話があったときにサポートできる。そういった人材を県の中で確保したい、ということ。

委　員

地方創生コースというのは、他自治体に比べて独自のものか。

事務局

経験者採用はかなりの都道府県で行っているが、地方創生コースという形で行っているところは、昨年度はなかった。

ただ今年度は各県で議論していると思う。

委　員

それでは、広くアピールしてもらいたい。面白い人が来るとよい。

事務局

この４月に、全国で初めて高知大学に「地域協働学部」が新設された。

地域協働型の産業人材を育成するというもの。すなわち、６次産業化による起業人や、０から１を生み出す人を創り出そうというもの。

そういったものも、将来的にはこういう働きをされる方につながっていく。大学在学中は高知県内のフィールドに出て、600時間様々な経験を積むことをノルマとして課されるそうだ。

このように、だんだんとそういった流れが他にも出てきているようだ。

委　員

事務（一般コース）で正規雇用以外の経験も含めるというのは、結構大きな話。これも広くアピールしてもらう必要がある。

埋もれている人で、非正規ではなく正規で働きたいという能力のある方に広く手を挙げてもらうことは大事。

事務局

地域おこし協力隊や田舎で働き隊として勤務したことがある人は市町村の非常勤職員として採用され、１～３年地域に入って地域おこし等に従事される。

そのうち全国的には６割ぐらいがそのまま残って、引き続き地域おこし等をしておられるそうだ。

その辺りのノウハウが鳥取県のなかで生かせるものがあれば、非常によいのではないか。

通常の労働者の3/4以上の就業という要件は、健康保険等で事業主負担が生じるのが3/4であり、企業側がそのように位置づけて働いている方にあたる、というもの。

事務局
社会保険料等の事業主負担分がある方をラインとしている。
委　員

正規と非正規とでは社員教育が全く違う。正規には会社も一生懸命手厚い教育を行う。

常勤要件を緩和することで、自分のスキルアップになるし、正規雇用のチャンスが生まれるので、よいことだと思う。

事務局
正規雇用の拡大というのは、県としても大きな方針の１つとなっている。

委　員

非常勤職員の方に道が開けるというのはよいこと。

委　員

採用に関して、民間も今年は採用が増えている中で、歩留まりをしっかり読まなくてはいけない。

１号議案で採用しようとしているいわゆる新卒的な人と、２号議案の民間経験者とで、多少の人数のやりくりは出てくるかもしれない。

あと歩留まりを見て多めに採用ということが、今年は結構あるのでは。

事務局

そのとおり。また、早期退職者が多く出れば、最終合格者を上積みということもある。

委　員

だから、今年はＰＲが大変。ぜひたくさん応募してほしい。

事務局

警察官Ａ（１回目）の募集を4/20に締め切ったが、採用活動の後ろ倒しの影響なのか、応募者数が減っている。各県の警察も同じ傾向だそうだ。

今年は後ろ倒しになって初めてなので、どういう傾向になるのか読めない部分がある。

こういったこともあって、以前お話させていただいたとおり、大学の方に出向いて、個別の職員採用説明会を今年から行う。

早速明日4/23に鳥取大学へ行き、4/27が環境大学、4/30が島根大学、６月に入ると鳥取短期大学で、学生に向けてお話をしていく予定。

それでも足らなければ、次のレベルで応募者数が多い岡山大学や広島大学のグループにも、もし機会があれば行くことを考えてみなければいけないかと思っている。

委　員

今年は必要かもしれない。

委　員

地方創生コースに関してだが、例えば事務（環境コース）の場合、環境コースとしての能力の判断が難しい。

地方創生コースについても、一般コースと同じように、エントリーシートの４番目のテーマが違うだけの試験だが、「地方創生に資する経験、成果」をどの程度求めるのか。

判断材料としてはこの辺りが１番大きな判断基準になるだろうと思うが。

事務局

最初のエントリーシートで評価して、また面接でもその辺りを突っ込んだ形で聞いていただいて、本当に市町村がいろいろなことをやる上でサポートできる経験や熱意を持っている人かどうか、その辺を見ていく必要があると思う。

委　員

責任が大きいな。

委　員

環境コースと比べると、これはもう実際に経験のある方なので。

事務局

学生と違ってこれからという方ではなく、実績を持っておられる方なので、その辺りのお話を聞いていくという形になると思う。

委　員

過去の民間経験者試験で、成功例、すなわち経験を活かした能力を発揮してもらっているという例はあるか。

事務局

専門の部署に配属されることが多いので、その中では経験を活かして業務を進めていくという形にはなる。

ただ、ずっとその部署だけにいるわけではないので、それまでの経験や能力をストレートに活かしにくい部署に異動していくこともある。

特に昇任等が絡んでくると、そういったことが多くなってくると思う。

委　員

落ち着いている時期でよいので、一昨年から始めた民間（事務）、事務（総合分野コース）のエントリーシートのその後について、フィードバックが欲しいところ。検討してほしい。

事務局

了解。こちらもなるべく承知できる形にしていきたいと思っている。

委　員

どういった形でどう、というのは難しいところもあると思うが。

２　議案第３号

　　選考により採用することができる職に係る承認について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。
【説　明】

職員の任用に関する規則第19条第２項の規定に基づく選考職の承認について、鳥取県営病院事業管理者から次のとおり申請があり、適当と認められるので申請のとおり承認しようとするもの。
（１）申請のあった職及び採用予定者数
薬剤師　　　　　　　　　１０名程度

診療放射線技師　　　　　　１名程度

臨床検査技師　　　　　　　１名程度

作業療法士　　　　　　　　１名程度

医療ソーシャルワーカー　　１名程度

（２）採用予定日
平成27年８月１日
　　
（３）申請理由
　　　早急に欠員補充を行う必要があるため。（全職種共通）

（４）選定方法

　　　病院局において任用候補者選抜のための試験を実施。

 　　①　試験内容

 論文試験（公務員として必要な識見、思考力等及び専門的知識についての記述式試験）  

 　及び面接試験（人物、専門的知識についての口述試験）

 　②　受験資格

 　ア　年齢

　 　　昭和31年４月２日以降に生まれた者

　　 　イ　資格・免許

	薬剤師
	薬剤師免許を有する者（※）

	診療放射線技師
	診療放射線技師の免許を有する者（※）

	臨床検査技師
	臨床検査技師の免許を有する者（※）

	作業療法士
	作業療法士の免許を有する者（※）

	医療ソーシャルワーカー
	次の(ア)～(ウ)のいずれかに該当する者

(ア)　社会福祉士の資格を有する者（※）

(イ)　保健師又は看護師免許を有する者（※）

(ウ)　医療法に規定する病院又は診療所における医療ソーシャルワーカー業務の実務経験が３年以上となる（見込みの）者


　　　　（※）今春実施の国家試験に合格し、採用日までに免許登録完了予定の者を含む。

（５）人事委員会の判断
上記の職は、「常に選考によるものとするが、実施に当たりあらかじめ人事委員会の承認を要するもの」として整理されている職であり、また、選定方法も適当であると判断する。

【質　疑】

委　員

　　（薬剤師）10名採用は大変な印象。

事務局

　　厚生病院と、中央病院で欠員になっている人数である。

委　員

　　今まで採用されていないのはわかるが、申請理由が「早急に」というのが少しひっかかる。

事務局

　　薬剤師が病棟で指導を行わないと医療点数がつかないので、経営上の問題に響いてくる。できれば早く埋めたいという話がある。

委　員

　　常に選考の職なので、早急でなくてもしなければならないもの。

　　強いて言えば、来年4月1日のタイミングでなく8月1日で急いでやらなければならないという理由づけができる。

事務局

　　採用試験は通ったが国家試験に受からなかった、採用後辞められたという方がおられて欠員が出ているということがある。

委　員

　　東京では薬剤師は採用しにくくなくなっていると聞いた。コンビニのドラッグストアも時給いくらで採用できているそうだ。

　　今後良くなってくるならよいが、薬剤師を取り合いの状況なのか、その辺の空気感がわからない。

事務局

　　やはり一番大きいのは、県内に薬剤師の資格を取れる学部学科がないということ。県外の学部に出て戻ってきてもらわないといけない。都会だと学部があるため、子育て後に働く形なども多いのだと思う。

　　県内は調剤薬局も民間の病院も薬剤師は不足していると聞いている。

委　員

　　どちらにしても県外にアピールしないといけない話。

事務局
　　そのとおり。病院局は、学部がある大学を回ったり、県出身者に声をかけたりしていかないといけない。

３　議案第４号
平成２７年職種別民間給与実態調査の実施について事務局が説明し、原案のとおり決定した。
	７　次回人事委員会の開催


　　平成２７年５月８日（金）午後３時から開催することとした。
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